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1 は じ め に

東北地域において直播栽培は急速に増加しており,1999

年には1,550haと 全国の 2割を占めるにいたっている。ま

た,既に水稲作付面積の 1%に達そうとしている福島や山

形だけでなく,秋田や宮城でも100ha以上まで普及が進ん

だ。こうした中で東北の各県では現地試験 。現地調査が行

われ,直播技術の経営評価に関する研究課題も数多く実施

されてきた。しかし,農業経営が多様化し,新技術を導入

しようとする経営上の目的が複雑化するにつれ,経営評価

の領域と課題は,急激に広がっている。そこで本報告では,

地域基幹・地域総合研究のレビューを通じて経営評価の課

題を3つの領域に分けて整理する。

2 直播技術に対するニーズの把握・必要条件の検討

直播技術の経営評価における第 1の領域は技術開発全体

のねらいを確認するためのニーズの把握・必要条件の検討

である。そこでは,ま ず直播導入農家の経営概況の把握と

直播栽培の導入理由についてのアンケートが実施された。

経営概況については,水稲単一経営が山形で39%,福 島で
42%と 約 4割であり,果樹や野菜との複合経営が多く,水
稲作付面積でも3 ha未 満が44%,3～ 5 haが32%,5ha

表 現地試験農家・直播先進農家の経営概況

以上が23%と中小規模農家の取り組みも多いなど (山形 ,

1996),多 様な経営が取り組んでいる。また,直播栽培の

導入理由についても,①育苗管理が不要,補助者の労働負

担が軽減といった省力効果,②育苗ハウスが不要などの低

コスト効果,③春作業における移植作業や複合部門との作

業競合をさける作期調整効果など,経営上の目的が単一で

ないことが明らかになった。

しかし,現地試験研究の対象経営では,直播技術の導入

は,経営形態に対応した 3つのタイプに整理される (表 )。

第 1の タイプは「規模拡大型」であり,20ha～80haの大

規模経営において移植栽培との組み合わせにより,作業ピー

クの緩和や一層の規模拡大を目指して,直播栽培を部分的

に導入する動きである。第 2の タイプは「複合経営型」で

あり,複合部門との作業やハウスの競合回避をねらって直

播栽培を導入する,専業的な家族経営の動きである (乾田

直播や析衷直播については,大規模経営が水田輪作の中に

直播を導入する中間型も見られる)。 第 3の タイプは, 5

ha前後のヮンマンファームが補助労働不足に対応するた

めに直播を導入しようとする動きで,こ のタイプでは移植

からの全面的な切り替えが特徴である。

なゃ,表中の原町市と桃生町については,地域における

大規模稲作組織の育成と規模拡大型の直播導入とを合致さ

大区画基盤整備地区,モデル事業1乾直+移植十転作麦の組み合わせで集落の水田
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せた「地域営農システムJを展望する。また秋田のケース

では,水田輪作の可能性の高い直播導入の目標地域を市町

村データの解析から選定する。遊佐のケースでは直播技術

のユーザーと考えられるヮンマンファームの広がりを推計

するなど,点的に確認された各々の経営タイプを地域農業

動向との関係で位置づけようという試みも行われている。

以上のように,技術開発全体のねらいを確認するために

は,営農現場における問題の発見とその広がりを確認 しつ

つ,技術開発による問題解決のシナリオを描くという,診

断・設計プロセスを経ることが,評価のポイントとなる。

3 現地試験プロセスにおける十分条件の検討

直播技術の評価における第 2の領域は,現地実証試験 ,
先進農家調査を通じた十分条件の検討である。各県におけ

る現地試験成績を移植栽培と比較すると,ほぼどの事例で

も,10a当 たり作業時間は10時間前後と移植の 6～ 7割に

まで大幅な省力化が達成されている。一方,10a当 たり生

産費は,労働費が下がるが物材費がやや増加するために明

確なコストダウンが見込めない。さらに単収については,

平年は30～60kgの減収であるが不作年の落ち込みが極めて

大きいという結果になっている。

これに対応して,導入農家のアンケートでは,収量が低
い・不安定,苗立ちが不安定,鳥害,雑草,適品種がない
といった多くの問題点が指摘された。また,ほ とんどの農

家が60kg以上の減収は許容できない,10%以上のコストダ

ウンが必要と回答していることから,現行技術に対しては

さらなる技術改良が必要ということは論を待たない。

しかしながら,前述の直播導入のシナリオに基づく限定

された局面では,直播導入の可能性が指摘された。①規模

拡大型については,宮城,山形,福島が FAPSで分析を
しており,オペレーター2人で10ha,4人 で20haを超え
ると直播導入による移植ピークの緩和が有利になる。②複

合経営型については,オ ウトウでは摘花～収穫が直播圃場

の肥培管理と逆に競合するが,春菊では施設利用,シ イタ

ケでは作業競合,枝豆では排水性向上から直播導入が有利
になるなど作目ごとに効果が異なる。③ヮンマンファーム

型では,補助労働が不要になり,減収による所得低下も育

苗～田植えを委託するのに比べると同等との結果が得られ

た。

以上のように現地試験プロセスにおける評価においては,

技術開発段階における採否の判断,改善点の指摘が評価の

ポイントとなる。

4 普及プロセスにおける評価

直播技術の経営評価における第 3の領域は,普及プロセ

スにおける技術の導入・定着条件の検討である。営農現場

においては,導入規模が小さくて経営改善の効果が感 じら

れない (複合型では60a以 ヒ,規模拡大型では 2 ha以上

導入すると経営改善が顕著となる),い つたん直播栽培に

取り組みながらも中止してしまうといった定着条件に関わ

る問題が,直播導入の先進地である山形で指摘されている。

さらに,直播技術の導入・定着を促進する上で,JAや関
係機関の普及活動とともに,農家自身が参加した直播研究

会の活動が重要な要件となることや,直播栽培が地域で広

まるのに伴い.土地利用調整,用水確保,カ ントリー利用

などについても検討する必要性があることが山形,福島を

中心に指摘された。こうした普及プロセスにおける評価で

は,開発技術が導入されたことによる改善成果の確認とと

もに,開発された技術を普及する上での問題点,普及促進

方策の検討が評価のポイントになる。

5 ま  と  め

以上では,事前・中間・事後評価のカテゴリーを意識 し
つつ゛,経営評価の成果を診断・設計,現地試験,普及と
いう研究プロジェクトのプロセスごとに 3つの領域に整理

したが,実際には,事前→中間→事後と評価が進むとは限

らない。現地試験の結果によって技術開発のシナリオを見

直したり,普及段階での問題を試験設計にフィードバック

することもあるし,技術の開発状況によっては普及段階の

評価にまで至らないことも多いと思われる。

また,直播技術の経営評価が進んだのは,技術研究者に

よる現地試験研究への果敢なチャレンジと現地農家や関係

機関の協力によるところが大きいが,プロジェクトの実施

にあたって,やや長期的視点から開発されるオリツナリティー

の高い技術と現場への普及の間に相当のギャップがあるケー

スも多い。特に「はじめに技術ありき」で研究プロジェク

トが走り出してから,経営研究が参加を求められる場合 ,

経営評価を通してそのギャップを埋めるのには限界がある。

このためプロジェクトの立ち上げに際して,県単などの関

連研究の成果を活用しつつ,技術選択・現地選択段階での

経営研究の参加 (フ ィージビリティー調査)を強化してい

くことが,今後,ま すます重要になるであろう。
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